
【目的】
我々は、乳幼児健診において、Bio -Psycho -Socialな視
点から保健指導をするために、健やか子育てガイドを作
成している。本研究では保健指導の観点から、保護者が
感じる育児困難感とメディアの活用状況には関連がある
という仮説をたて検証したので報告する。
対象と方法：4，5か月児健診303名、9，10か月児健診
259名、1歳6か月児健診674名、3歳児健診299名、5歳児
健診1269名の健やか子育てガイドの問診票を解析の対
象とした。育児困難感とメディア活用に関する項目の関
連性について、「イライラすることはあるか」「怒鳴ること
があるか」、及び子育てにおいて「もう無理」「誰か助け
て」と感じるという育児支援希求を目的変数とし、保護
者のメディア利用状況を説明変数として多変量ロジスティ
ック回帰分析を行った。 
【結果】
4.5か月健診や9.10か月健診では、保護者のメディア使用
の状況と育児困難感が関連していなかった。1歳6か月健
診では、保護者のイライラは就寝直前まで動画を観るこ
と（オッズ比2.22）、見ながらの食事（オッズ比2.05）で、
親がどなるはスマホでゲーム（オッズ比2.00）、見ながら
食事（オッズ比2.27）と高かった。3歳児健診では、親が
どなるはいつも就寝直前まで動画を観る（オッズ比
2.62）と高かった。5歳児健診では、親がイライラは就寝
前までの動画視聴（オッズ比1.75）、親がどなるは就寝
前まで動画視聴（オッズ比1.90）、スマホでゲーム（オッ
ズ比1.78）、見ながら食事（オッズ比1.96）、TV,動画をい
つも見る（オッズ比2.70）と高かった。ただし、日中のTV
やDVD視聴はどれとも関連はなく、育児支援希求もメデ
ィア利用の状況と関連がなかった。
【考察】
4 .5か月健診や9.10か月健診時では育児困難感とメディ
アの活用に関連はなかった。1歳6か月健診以降はメディ
ア使用と親のイライラが、3歳児健診以降はメディア使用
と親のイライラやどなることには関連があるという仮説
は成立した。ただし、育児支援希求までは至っていず、
昼間の動画視聴と親のイライラやどなることとは関連は
なかった。そこで、保健指導上は特に就寝直前までの動
画視聴や見ながら食事などのメディアの使い方に留意し
ておく必要がある。
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【目的】
本研究班ではBiopsychosocialな視点で子育て全体を把握
し保健指導を行うための支援ツールとして「健やか子育て
ガイド」を作成した。本ガイドは保護者が記入する「問診
票」と、質問に対応した保健指導が記載された「ガイド」で
構成される。本研究では、健やか子育てガイドの問診票を
用いて、子どもの行動・発達の問題と保護者の育児困難感
の関連を検証したので報告する。
【対象と方法】
健やか子育てガイドを用いて乳幼児健診を実施し、①4・5
か月児健診303名、②9・10か月児健診259名、③1歳6か月
児健診674名、④3歳児健診299名、⑤5歳児健診1269名か
ら得られた問診票の回答を解析の対象とした。子どもの睡
眠についての困り（①②）、問題行動（「かんしゃく」「叩く・
ひっかく・噛みつく」（粗暴な行動））（③④⑤）、発達に関
する心配（②④）の有無を説明変数、育児困難感（「イライ
ラする」「怒鳴る」、「もう無理・誰か助けてと感じる」（育児
支援希求））を目的変数とし、多変量ロジスティック回帰分
析を行った。 
【結果】
乳児期の睡眠についての困りは保護者のイライラ（オッズ
比②2.51）および育児支援希求（オッズ比①5.12）と関連し
ていた。また、幼児期のこどもの粗暴な行動は全年齢で保
護者のイライラ（オッズ比③2.17、④3.09、⑤2.05）、怒り
（オッズ比③2.34、④2.40、⑤1.95）、育児支援希求（オッ
ズ比③2.46、⑤1.65）と有意に関連していた。発達に関する
心配について、運動発達への心配と育児困難感の間には
有意な関連を認めなかったが（②④）、3歳児健診での言
葉の遅れは保護者の怒り（オッズ比2.75）と、落ち着きのな
さは保護者のイライラ（オッズ比3.32）および怒り（オッズ
比2.70）とそれぞれ有意な関連を認めた。
【考察】
子どものかんしゃくや粗暴な行動と、保護者のイライラや怒
りの間に有意な関連を認め、さらに発達面では言語化の未
熟や、落ち着きのなさは保護者の怒りと関連があるという
結果であった。子どもの問題行動と、保護者の苛立ちや怒
りの関連は、双方向的であると考えられる。子どもに問題
行動を認める場合、多くの保護者が支援を必要としている。
親子の関係性を適切に評価すること、子どもの問題行動や、
保護者の怒りのコントロールについても適切なアドバイスを
行うことが求められる。
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【背景】
国内外の疫学調査から、小児期の肥満と血清脂質は成人
期の生活習慣病に関連することが報告されている。小児
を対象とした調査においてさまざまな肥満リスク因子が検
討されており、そのひとつに食品の流通環境が挙げられる。
【目的】
大分市小学5年生について肥満傾向児の占める割合と脂
質異常を有する児童の割合を行政地区別に明らかにし、
地区毎の食品の流通環境の特徴との相関を明らかにする。
【方法】
1991年から2017年の大分市学童期生活習慣病予防検診
のデータ（肥満度、総コレステロール(TC)値、トリグリセ
リド(TG)値、HDLコレステロール(HDL-C)値、non-HDL 
コレステロール(non-HDL-C)値）について、肥満傾向児
の割合、脂質異常を有する児の割合の年次推移を行政
地区別に検討した。食品の流通環境に関しては1995年、
2005年、2015年のNTTタウンページのデータを用い、
食料品専門店の店舗（菓子店、食品小売店、テイクアウト
店、飲食店、コンビニエンスストア、総合販売店）の数と
増加率について、肥満傾向児の割合の最も高い地区２箇
所、最も低い地区２箇所を比較検討した。
【結果】
1991年から27年間の学童期生活習慣病予防検診には、
対象者となる大分市内の小学5年生の約80-90％が受診
し、総受診者は男児58,699人、女児56,864人であった。
大分市の行政地区のうち肥満傾向児の割合は高い地区
で13％、低い地区で8.5％だった。高TC血症の児童の割
合は地区毎に明らかな違いはなかったが、高TG血症、
低HDL-C血症、高non-HDL-C血症の児童の割合は、肥
満傾向児の割合の高い地区で高かった。肥満傾向児の
割合と食料品専門店の店舗数の間に一定の傾向は認め
なかったが、肥満傾向児の割合の高い2つの地区に着目
すると、菓子店舗数の増加率が高かった。
【考察】
肥満度増加に伴い脂質異常の児童の割合が増加したこ
とは、肥満が直接的に影響した結果と推定された。また、
肥満傾向児の多い地区では調査期間（20年間）に菓子
店舗数の増加率が高い傾向を認めた。居住地の近くに子
どもの興味を引く菓子店舗が現れたことで児童が菓子
の購買意欲を高め、摂取量を増加させた可能性がある。
食料品店の増加がその地域の小児肥満の割合と相関し
ていたことから、食品の流通環境を考慮した小児肥満対
策の必要性が示唆された。
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【研究背景および目的】
研究者らのグループは、2015年から地域貢献事業としてA
県内にあるブラジル人学校を対象とした健康診断事業、ま
た運動・栄養・保健指導講座を毎年継続的に実施してきた。
今回、健康診断事業の一助とするためブラジル人学校の子
どもにおける体組成と生活習慣との関連について明らかに
した。
【方法】
対象は、A県内にあるブラジル人学校の小・中学生68名
（年齢11.0±2.7歳）とした。体組成については、体成分
分析装置（InBody470）を使用し、裸足となった立位に
て全身の骨格筋量、左右腕筋肉量、左右脚筋肉量、全身
の体脂肪量、左右腕体脂肪量、左右脚体脂肪量、体幹
体脂肪量を測定した。また、生活習慣については、研究
者らが作成した日本語の生活習慣評価表を、ポルトガル
語訳に翻訳した評価を用いた。食事、運動、睡眠、清潔、
生活、歯と口（６側面にて各５項目、合計点数が高いほど
生活習慣が良いことを示す）の30項目を、保護者と相談
しながら対象者が記載して点数化した。
統計解析では、体組成と関連する要因を検討するため

に、体組成を従属変数、生活習慣、年齢、身長、体重、性
別を独立変数としたステップワイズ法による重回帰分析
を行った。統計の有意水準は5%とした。本研究は本学
研究倫理委員会の承認を得て実施し、対象者、保護者か
ら書面にて同意を得た。
【結果】
重回帰分析の結果、骨格筋量・右腕筋肉量には睡眠、身
長、体重、性別が有意に関連した。左腕筋肉量・左右脚
筋肉量には身長、体重、性別が有意に関連した。また、体
脂肪量・左右脚体脂肪量・体幹体脂肪量には睡眠、身長、
体重、性別が有意に関連した。左右腕体脂肪量には身長、
体重、性別が有意に関連した。
【考察】
骨格筋量・右腕筋肉量の減少、体脂肪量・左右脚体脂肪
量・体幹体脂肪量の増加には、睡眠の点数の低さが関連
していた。また、骨格筋量・左右腕筋肉量・左右脚筋肉量
の減少には、身長、体重が低いこと、男性であることが関
連していた。体脂肪量・左右腕体脂肪量・左右脚体脂肪
量・体幹脂肪量の増加には、身長が低いこと、体重が高い
こと、男性であることが関連した。適切な睡眠習慣の獲得
は、筋発育の促進および耐糖能の維持ひいては、肥満予
防に寄与すると考えられた。ブラジル人学校の子どもにお
いて、適切な睡眠習慣の獲得の重要性が示唆された。
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